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ウクライナとNATOの東方拡大

NATO

藤　森　信　吉

　1999年３月、北大西洋条約機構（以下、NATO）は、ポーランド、ハンガリー、チェコの
加盟を正式に承認した。この結果、ウクライナはNATO加盟国及びロシアとそれぞれ国境
を有することになった。ウクライナはソ連末期の共和国主権宣言以来、中立・軍事ブロック
の外に立つことを標榜しており、この二つの勢力の間でウクライナがとる安全保障政策は、
NATOとロシアの両者にとって極めて重要な意味を持つ。つまり、ウクライナの動向は欧州
安全保障の重要な構成要素となっているのである。
　近年、ウクライナは、NATOの東方拡大を「ヨーロッパにおける安全と安定を強化し民主
主義と自由を確立するもの」として歓迎している(1)。実際、NATOが提唱した「平和のため
のパートナーシップ構想（以下、PfP）」に対してウクライナは独立国家共同体（以下、CIS）
諸国の中でもっとも早く参加を表明し、NATOへの将来の加盟を示唆するなど、NATOに
対する積極的な姿勢を見せている。一見すると、ウクライナは独立以来一貫してNATOや
欧州連合（以下、EU）への接近を模索しており、NATOの東方拡大を利用して西欧との関
係強化に乗り出しているかに見える。しかし、実際のところウクライナが採ってきた政策は
それほど単純ではない。ウクライナは独自の安全保障圏構想をヨーロッパ諸国に提起し、
PfPに不快感を表明したことさえある。また、EU経済圏との統合は進まず、依然として経
済の対露依存傾向が続いている。特にエネルギー面での対露依存は現在でも圧倒的であり、
それが最も顕著に表れたのが 93年から 94年にかけてのウクライナ経済危機であった。
　本稿は、ウクライナとNATOとの関係を分析しつつ、ウクライナ独自の安全保障政策に
注目する。そして、その政策が、対ロシア、対NATOとどのように関係していて、どのよ
うな特徴・方向性を持つのかを検討することを目的とする。NATO＝ロシア間でウクライナ
が置かれている位置が明らかになれば、自ずとウクライナが採り得る政策の幅も明らかにす
ることができる。
　本稿は以下のような構成をとる。第一節において、ウクライナが置かれている客観的条件
として経済問題を論じる。いうまでもなく、安全保障政策は、軍事力によってのみ維持され
るものではなく、経済もその重要な構成要素となる。特に、ウクライナは経済的にロシア依
存度が高く、従って経済問題は安全保障上大きな位置を占めている。多くの論者は93-94年
の経済危機によって、ウクライナは政治的にも軍事的にもロシアに回帰せざるを得ず、国家
として存続することが困難になるのではないか、と予測した(2)。しかしウクライナは大統領

1 ポーランド、チェコ、ハンガリーのNATO正式加盟に対するウクライナ外務省の声明。Zaiavy MZS

Ukraiiny, No.172 (1999), 12 March 1999.

2 例えば、F. Stephen Larrabee, “Ukraine: Europe’s Next Crisis?” Arms Control Today, July/August 1994, pp.14-

19を参照。
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選挙後の 94年秋から国際通貨基金（以下、IMF）と協同した経済改革を実施し、結局ロシ
アへ回帰しなかった。その理由は何だろうか。この最も動揺した時期におけるウクライナの
経済安全保障政策はどのようなものであったのか。
　第二節では、ウクライナの主体的な姿勢として、ウクライナが展開した中立外交について
論じる(3)。ウクライナは主権宣言において、中立・軍事ブロック外国家であることを宣言し
ている。ウクライナが提唱した「中・東欧安定・安全保障圏」および「中・東欧非核兵器圏
構想」は、欧州中立国の架け橋外交を模したように見える。ウクライナも、欧州中立国が展
開した外交に類する活動を行っていたのではないか。これらの構想には、欧州中立国が冷戦
期に展開した中立外交と同じ論理が働いたのか。そしてなぜウクライナの中立外交がことご
とく実現せずに終わったのか、以上の点を検討したい。
　第一節で論じたウクライナが置かれている客観的な制約条件、第二節で論じたウクライナ
の主体的な姿勢を踏まえて、第三節においては、NATOの東方拡大に対してウクライナが示
してきた解釈の変化を論じる。ウクライナが、ロシアからの影響と自国の主体的な姿勢とし
ての中立外交を考慮した上で、NATOの東方拡大に対してどのような反応を取ったのかを論
じる。ウクライナは、NATOを自国の安全保障政策の中でどのように位置付けているのか、
最終的にはどのような欧州安全保障の展望を抱いているか、を明らかにしたい。

1.

(1) CIS
　1992年１月、ロシアは価格自由化を一国で開始した。ウクライナ側は、事前協議におい
て価格高騰に伴って必要とされるルーブル・キャッシュの準備不足から、価格自由化開始の
延長を要求した。また、CISルーブル圏のための造幣局を創設し、各共和国に必要なルーブ
ル紙幣が行き渡った後に価格の自由化を同時に実施するよう求めた。しかしロシアは、各共
和国の経済が異なる条件や問題を抱えることを理由に一国での価格自由化を強行したため、
ウクライナはルーブル圏離脱を余儀なくされた。ルーブル圏にとどまる限り、ロシア発のイ
ンフレがウクライナに波及し、ウクライナ商品がロシアへ流出することが不可避となること
は明らかであった。さらには、ロシア中央銀行がルーブル札の発行を独占するために、ウク
ライナはルーブル紙幣の不足にも対応することができなくなる状況に直面したのである。
　そのため、ウクライナはルーブル圏からの離脱を主目的として、92年３月に「新経済計
画」を採択した。クラフチュク大統領（当時）は議会演説において、新経済政策の意義を次
のように述べた。「連邦消滅にもかかわらず、ウクライナ経済は財政・金融・通貨政策を通
じて外部から支配されており、それは共和国経済に危機的状況を作り出している。独立国と
して独自の経済政策を実施して危機から脱出する必要がある」(4)。その具体策として、ルー
ブル圏諸国からの輸入の漸減、ウクライナが独占的地位を有する商品のルーブル圏諸国への
輸出、兌換性を有する新通貨の導入、を挙げていた。

3 ウクライナの中立に関する理論的考察は、拙稿「ウクライナの中立－ポスト冷戦期の中立の一考察」『ロ
シア・東欧学会年報(1998年版)』第 27号、1999年、111-117頁を参照されたい。

4 新経済計画については、Komsomol’skaia Pravda, 26 March 1992。
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　つまり、経済危機の原因はロシアから生じており、ロシア・ルーブル圏から離脱すれば、
経済危機は解決できる、とする見方である。ルーブル圏からのインフレ波及の阻止以外に
も、ウクライナがロシアから離脱すれば経済危機を克服することができると想定できる理由
が存在した。第一に、ウクライナは元来豊かな国であり、ソ連から独立すればその潜在力が
発揮されると、国民の多くが考えていた。クラフチュクは、ソ連体制のもとでウクライナは
搾取されていたと主張し、国民の多くも独立によってウクライナが豊かになれると信じてい
た。第二に、ウクライナが元来有していた民主主義、市場経済、私有財産制などのヨーロッ
パ的な社会・経済的価値観を 70年にわたるソ連体制が「人工的」に抑制していた、とする
考えがあった。ウクライナがソ連から独立し、移行期の困難を克服し法整備を整えれば、「自
然と」ヨーロッパへ回帰でき、またヨーロッパにとってもヨーロッパ的価値観を有するウク
ライナは魅力ある投資先になると想定されたのである(5)。
　新経済政策によってロシアより低いインフレ率を達成し、モノ不足を解消できたのであれ
ば、独立間もないキエフ政府はその正当性を増したであろう。しかし、期待に反して、ウク
ライナはロシアを上回る経済危機に見舞われた。90年よりルーブル不足を補うために補助
的に発給されていたクーポンは92年11月には、唯一の法定通貨「カルボバネッツ」となっ
たが、キャッシュやクレジットの形で増発され、インフレが制御できなくなってしまった。
92年１月にルーブルとの交換率１：１で導入されたクーポンは、93年初には１：２にまで
下落した。また、クーポンが周辺国との協議がないままに導入されたため、旧ソ連諸国との
決済関係を混乱させ、社会主義的分業で成り立っていた生産ラインを破壊した(6)。それに加
え、93年1月から実施されたロシア産エネルギーの国際価格化にウクライナは対応できず、
エネルギー債務が累積した。ロシアによるガス供給の縮小・停止は、エネルギー供給をロシ
アに依存するウクライナの経済を直撃した(7)。また、ウクライナのガス消費量の10％を占め
るトルクメニスタン・ガスは、ロシア領土を経由してウクライナに輸出されており、実質的
にウクライナはエネルギーのほとんどをロシアに依存していたのである(8)。
　エネルギーの代替供給源を見つけるため、ウクライナ首脳は中東諸国を歴訪したが、外貨
が決定的に不足した状態では、得られるものは全くなかった。ロシアの西側向けガスの90%
はウクライナ領土経由であるため、ウクライナには、自分が持つパイプライン網を交渉材料
にして、ロシアや旧ソ連諸国からエネルギーを得る選択肢しか残されていないことが明らか
になったのである(9)。

5 Y. Pakhomov, “Ukraina i Rosiia v konteksti evropeis'kykh tsennostei,” Politychna Dumka, No.1, 1993, pp.38-39.

6 ウクライナ経済危機の原因については、Oleh Havrylyshyn, “Ekonomicheskii krizis v Ukraine i finansovaya

pomoshch Zapada,” Politichyna Dumka, No.3, 1994, pp.161-164.を参照。
7 1992年におけるウクライナのエネルギー依存度は次の通り。
石　　油（ロシア 82%、カザフスタン５％、ベラルーシ２ %、国内自給 11%）
天然ガス（ロシア 70%、トルクメニスタン 11%、国内自給 19%）
Statisticheskii komitet SNG, Strany SNG v 1993 g.: Statisticheskii ezhegodnik, 1994, pp.43, 74. より筆者が算出。

8 ウクライナはロシア側に支払うトルクメニスタン・ガスのトランジット料をしばしば滞納しており、トル
クメニスタン・ガスの供給がストップする事態が頻繁に生じている。  Ganna Lyuta, “Daesh’ milliard...dolgov

pustye <podzemki>?” Zerkalo Nedeli, 5 June 1999 を参照。
9 Oles M. Smolansky, “Ukraine’s Quest for Independence: The Fuel Factor,” Europe-Asia Studies, Vol.47, No.1,

1995, pp.67-90.
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　こうした中、「新経済計画」は１年後には早くも方向転換を余儀なくされた。93年５月、
当時の首相クチマは、議会演説の中で、経済危機は何よりも「エネルギー危機」、すなわち
エネルギー価格の高騰によるものであると指摘した。さらにクチマは、エネルギー供給源の
多元化に３－５年かかるため、ウクライナ政府はロシアとの関係改善に努め、CIS諸国との
経済統合路線を採用する意向である、と言明した(10)。ウクライナの対外経済政策は、「ロシ
ア・ルーブル圏からの離脱」から「ロシアとの経済統合」に代わったのである。
　ロシア側は、ウクライナとの経済統合が政治・軍事部門での統合過程への一歩になると歓
迎した。しかしながら、ウクライナ政府は、経済同盟から政治的・軍事的統合への発展を強
く否定した。経済面でのロシアとの統合も、ウクライナ経済再生のための「手段」であっ
て、「最終目標」とはみていなかったのである。であるからこそ、93年夏に議会で採択され
た「外交の基本方針」において、EU加盟が究極的目標であるとされ、この方針は現在に至
るまで国是とされているのである。また、94年６月に EUと調印された「EU・ウクライナ
提携・パートナーシップ協定」は、ズレンコ外相（当時）によれば「EU加盟への第一歩」
であり、「CIS枠内での伝統的関係を失うことなく、EUとの関係が発展するもの」と位置付
けていた(11)。後述するように、ロシアとの経済統合を主張したクチマもこのような考えを有
していた。

(2)CIS
　ウクライナにとってロシアは経済的には、第一に安いエネルギーの供給源、第二に国際競
争力のないウクライナ製品の市場を意味していた。このため、ロシアと何らかの経済同盟を
結成することが必要であると考えられた。
　まず、93年７月、スラブ系三共和国の首相が「（スラブ）三国経済統合の強化宣言」に合
意した。この宣言書は、三国国民の歴史的共通性、領土の隣接、経済の発展レベルの近似を
考慮し、より緊密な経済統合を目指すことを目的としていた(12)。
　モスクワで宣言書に調印したクチマ首相は、三国経済同盟の域内価格の同一化、すなわち
ロシア・エネルギーの内外価格差の解消を緊急の課題として挙げ、三国経済同盟はウクライ
ナにとって有利であり主権の喪失にはならない、と述べた。また条約化のためのウクライナ
側準備委員であるランデュク副首相も、三国経済同盟が第一に安価なロシア・エネルギーを
求めたものであるとの認識を示した(13)。
　しかしながら、ウクライナ国内の民族主義政党は、三国経済同盟は超国家機構であり、ロ
シアへの隷属、ウクライナ国家の主権喪失を意味するとして、調印したクチマを厳しく批判
した。彼らの中からは、CISから即座に離脱し周辺諸国（旧東欧諸国、バルト、ベラルーシ、

10 クチマ首相の経済大権の 1年延長を求める議会経済報告。Interfax-Ukraine, 18 May 1993.

11 A. Zlenko, “Vazhnyi shag v Evropu,” Golos Ukrainy, 18 June 1994.

12 「経済統合強化についての緊急措置に関するベラルーシ、ロシア連邦、ウクライナ政府宣言」の全文は、
Diplomaticheskii vestnik, August 1993. 同宣言では「三国の経済統合は、CIS経済同盟の創設に関する条約
を促進させると見なす」と記されており、三国経済同盟は実際には条約化されることなく、93年９月に発
足した CIS経済同盟に発展・解消した。

13 Interfax-Ukraine, 16 July 1993.
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モルドバ）との経済統合を強めて欧州統一の場を見出すべきである、との主張すら表れた(14)。
さらに、ウクライナのいくつかの州議会からも、経済同盟に対する賛否の決議が上がった。
ウクライナ西部のリボフ州議会が経済同盟加盟への反対決議を採択し、翌日には東部のドネ
ツク州議会が加盟を求める決議を行う、という状況が生じた。ウクライナ最高会議での審議
は紛糾し、折りからのロシア国内情勢の混乱（大統領と議会の対立）とあいまって、ウクラ
イナ議会における加盟決議は見送られた。結局、ウクライナは 93年９月、CIS経済同盟条
約に「準加盟」資格で参加した。モスクワで条約に調印したクラフチュク大統領は、「ウク
ライナの危機脱出は経済同盟なしには成し遂げられないが、東西ウクライナ間の経済同盟に
対するアプローチに違いがあり、ウクライナの分裂を防ぐために準加盟に賛成した」と述べ
た。しかし、準加盟の権限は不明確で、クラフチュクの選択は解決を先送りしたものに過ぎ
なかった(15)。

(3)
　93年に入るとインフレーションと生産低下が加速し、93年度のインフレ率は１万パーセ
ントを突破した。さらにはエネルギー危機が市民生活を直撃し、国民の間で経済問題に対す
る関心が高まった(16)。このような状況に直面し、多くの国民はCIS経済同盟ないしはロシ
アとの経済統合が、ウクライナの危機を救う道であると認識するようになった。93年に行
われた世論調査によれば、「ウクライナの経済同盟への加盟が危機脱出のための最優先課題
である」とみなすウクライナ国民は 69％に達しており、不支持は僅かに 15％であった。西
部のガリツィア三州においてのみ、経済同盟に対する不支持（70％）が支持（19％）を上
回った。しかし、その一方で、国民の多くは、軍事・政治的なCIS同盟の加盟には賛成しな
かった。軍事・政治的なCISへの参加を支持する国民は僅かに 13％であり、最も支持率の
高いクリミアでもその数字は 20％にすぎなかった(17)。
　94年６月に行われた大統領選挙は、実質的に現職クラフチュクとクチマとの一騎打ちと

14 ウクライナ民主党、ウクライナ共和党、ウクライナ民族主義者会議（CUN）、緑党の大統領への共同アピー
ル。Ibid., 18 Augest 1993.

15 「経済同盟加盟国の合意のもと、本条約の義務の （強調：藤森）を受け入れる用意がある国家
は、準加盟ステイタスを与えられる。準加盟資格での経済同盟への加盟条件は加盟国が定めるところとす
る」と「経済同盟創設に関する条約」第 30条にある。条文内「一部分のみ」がどこまでを指すのかは不
明である。

16 93年12月、キエフ社会国際研究所及びキエフ・モヒラアカデミーによるキエフ市とウクライナ24州、ク
リミアにおける 18才以上の国民 1677人に対する世論調査では以下の通り。
「ウクライナが今日抱える問題は何か？」
経済……………………………… 71％
対露関係………………………… 47％
汚職……………………………… 43％
ウクライナの安全保障………… 19％
ウクライナにおけるロシア語… ９％
ウクライナの核兵器…………… ７％
クリミア問題…………………… ５％
黒海艦隊問題…………………… ５％
その他…………………………… １％
Valerii Khmel’ko, “Peredvyborchi nastpoii mis’koho naselennia Ukraiiny,” Politychnyi portret Ukrainy, No.6,

Demokratychni initsiatyvy, 1994, p.5.
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なった。一般に、両者の政治傾向は異なると言われているが、選挙公約には相当の類似が見
られた。選挙公約において、クラフチュクも「CIS内での経済統合トレンドを支持」し、「二
言語の公用語化」に賛成を表明していた(18)。にも関わらず、民族主義政党はクチマを「（ウ
クライナ国家に対する）最も危険な人物」と呼び、クラフチュクへの投票を呼びかけた。ク
ラフチュクも選挙キャンペーンにおいてウクライナの守護者として振る舞い、争点を自らの
任期中に生じた経済危機からそらそうとした。
　クチマは、ロシアとの統合は経済部門のみであり軍事的・政治的な統合はないとし、また
経済統合に関しても、ロシアなしにウクライナは生き残ることができないことを認めつつ
も、ベラルーシ案（ロシアとの共通ルーブル圏、金融・税政策の一体化）は旧ソ連への回帰
であり反対である、と言明した(19)。オデッサでの大統領選挙キャンペーンで、クチマは「我々
が非常に依存しているエネルギーの供給、市場の点からロシアとの経済統合に賛成である。
ウクライナ製品は旧ソ連諸国でのみ売りさばくことができる。しかしウクライナ産業は西側
の最先端技術を必要としている。この点ではロシアはあてにならない」と演説し、ロシア
（CIS）との経済統合がウクライナ経済生き残りのための「手段」であることを認めた(20)。
　決選投票の結果、クチマが逆転で大統領に当選した。ウクライナ東部－西部間で、投票パ
ターンに著しい違いが生じた。確かに、この選挙には「親ロシアのクチマ」対「ウクライナ
国家の守護者、クラフチュク」というロシア問題を巡る対立図式があったことは否定できな
い(21)。しかし、それだけでこの選挙結果を語ることはできない。この選挙は、経済不振を招
いたクラフチュク体制の存続の是非を問う側面があったことも指摘しなければならないので
ある。決選投票でクチマに投票した国民は、ロシアとの経済統合が経済再生への道であると
見なして投票したわけであり、ウクライナ国家がロシアに吸収されることを望んだわけでは
なかった。つまり、この選挙を「親ロシア」対「ウクライナの守護」の選択とみなす国民よ
り、「経済再建者」対「経済不振の元凶」の選択とみなすことも可能であった。多くの国民
には「ロシアとの経済統合」は、「ウクライナ国家性の喪失」ではなく「ウクライナ経済の
立て直し」として映り、この認識がクチマ逆転当選の原動力になったのである(22)。

(4)CIS IMF
　しかしながら当選したクチマは、10月に IMFと協力した経済改革を宣言し、ロシアとの
経済統合の道を選ばなかった。それはなぜであろうか。

17 Victor Nebozhenko, “Pohliad hromads’kosti na holovni prioritety zovnishn’oi polityki Ukrainy,”  Politychnyi

portret Ukrainy, Vol.5, Demokratychni initsiatyvy, 1993, table 3 & table 6 を参照。ちなみに、クリミアで分離
独立の支持率が高いことを示す別の世論結果もある。本稿では世論調査結果は、全体の議論の補足程度に
用いる。

18 クチマ及びクラフチュクが中央選挙管理委員会に提出した選挙公約は、IFES (International Foundation for

Electoral Systems), Dovidnyk do Presydents'kykh vyboriv v Ukraiini, June 1994 を参照。
19 Intelnews 社によるクチマのインタビュー。Intelnews, 6 April 1994.

20 Interfax-Ukraine, 3 June 1994.

21 大統領選挙における東西ウクライナの政治傾向の違いを強調した論著としては、中井和夫『ウクライナ・
ナショナリズム』東京大学出版会、1998年、206-223頁。

22 Sochorは、この大統領選挙は結局のところ、ウクライナ国家の独立の問題ではなく、経済危機を招いたク
ラフチュク政権に対する告発であった、と結論付けている。 Z. A. Sochor, “Political Culture and Foreign Policy:

Elections in Ukraine 1994,” in Vladimir Tismaneanu, ed., Political Culture and Civil Society in Russia and the

New States of Eurasia (M. E. Sharpe, 1995), pp.208-221.
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　かねてより改革志向が強かったクチマが大統領に就任することによってはじめて経済改革
の途が開かれたとする見方がある(23)。しかしこの説は、93年末よりウクライナ自らが実施
してきたインフレ抑制型の経済改革を無視している。この政策の結果、94年７月には月イ
ンフレ率が2.1％にまで低下したが、不払い危機によって生産が更に落ち込み、最終的に頓
挫してしまったのである(24)。またクチマ自身は、首相時代から大統領選挙時に至るまで、経
済改革に関して「統制された市場経済への移行」を主張しており、IMF流のインフレ抑制
型経済改革には批判的であった(25)。ここでは、クチマが「経済改革を開始した」ということ
より、「IMFと協力した」という事実に注目する必要がある。
　IMFとの協力の意味は、第一にエネルギー債務危機の解消にあったのである。ロシア・ガ
スプロムは再三、ウクライナのパイプラインを含むガス関連企業の株式取得による債務相殺
を提案し、また 94年９月に来訪したショーヒン・ロシア副首相は、ウクライナの対露ガス
債務の償還を迫り、ウクライナ領土上のガス輸送施設の長期貸与、株式譲渡を求めた(26)。ウ
クライナ側が期待していたエネルギーの廉価供給に、ロシアは全く応えようとしなかったの
である。
　ガス債務問題が、経済改革の開始と深く関係していることは、94年10月のクチマ大統領
の経済改革に関する議会演説の中にも強く表れていた。クチマはその中で、エネルギー債務
の返済のためには選択肢がないことを次のように吐露した。
　「皆が理解してほしいのだが、今年度末までに、我々は、ロシア、トルクメニスタンに対
するものだけで、ガス代のみで10億ドル以上支払わねばならない。我々にこのような資金
はない。諸々の国際金融機関との交渉決裂の末路を想像してほしい」(27)。
　10月末にウィニペグで開催された IMF主催「ウクライナ経済再編パートナー会議」には、
G7に加え、債権国ロシア、トルクメニスタンが参加し、ウクライナの債務再編に協力する
ことを約束した。ロシアやトルクメニスタンから見れば、ウクライナの債務再編に協力する
ことによって、ウクライナが国際金融機関のクレジットを得ることは有益であった。11月に
クチマ大統領がトルクメニスタンを訪問した際には、両大統領の会談の席にコリンズ米国特
使が同席し、ウクライナの対トルクメニスタン・エネルギー債務の繰り延べが決定された(28)。
IMFの協力によって、ウクライナは切迫したエネルギー債務問題を乗り切り、G7諸国から
のクレジットを得て、貿易収支赤字（すなわち、エネルギー債務）の補填に成功した。つま
り、IMF勧告による経済改革は、IMFという国際金融機関が、ウクライナの切迫した対露
エネルギー債務を肩代わりし、さらに将来のウクライナ経済に深くコミットしたことに意味
があったのである。ウクライナの対露エネルギー債務問題は、ウクライナ・ロシア間の二国
問題ではなく、アメリカ、IMFを巻き込む国際的な問題となった。

23 クチマ個人の改革志向を強調した論文としては、Anders Åslund, “Eurasia Letter: Ukraine’s Turnaround,”

Foreign Policy, Fall 1995, pp.125-143.

24 不払い危機による生産の低下は統計数字にも表れている。94年度は年インフレ率で大きく改善を見ている
が（93年：10155%、94年：401％）、工業生産伸び率の落ち込みは 93年度より悪化している（93年： - 7.6
％、94年： - 27.3%、94年上半期： - 36%）。（数字はウクライナ統計省発表、％は前年同期比）。

25 例えば、クチマの大統領選挙における選挙公約を見よ。IFES, op.cit.

26 ショーヒン・ロシア副首相のキエフでの記者会見。Interfax-Ukraine, 5 September 1994.

27 クチマ大統領の「議会向け報告」全文は、Golos Ukrainy, 13 October 1994を参照。
28 Interfax-Ukraine, 4,5 November 1994.
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　これ以後、CIS経済同盟に対するウクライナの態度は再び冷淡なものへと戻っていった。
ウクライナの CIS諸国、ロシアに対する関心は、ウクライナ製品の市場を確保するため
の二国間自由貿易協定へと移った。ロシア、ベラルーシ、カザフスタン、キルギスタンによ
る関税同盟はウクライナにとってもはや魅力的なものとは映らなかった。何故なら、安い原
材料から生産されるロシア製品に自国市場が席捲される可能性があったからである。関税同
盟への勧誘に対し、クチマは「ロシアは原料に関しては安価な国内価格を維持しており、他
国の企業にとって不平等な条件を提案している」と述べ、関税同盟への加盟が経済的にメ
リットがないことを強調した(29)。つまり、ロシア・エネルギーを安価で得ることはできない
が、クレジット充填によって安定供給が受けられ、また二国間貿易協定によってウクライナ
製品の市場確保ができる以上、経済同盟に加入する経済合理的な理由はないとウクライナは
判断したのである。

(5)
　IMFとの協力によってウクライナはエネルギー危機を脱したとはいえ、経済は依然とし
てマイナス成長であり、また貿易面での対露依存も高い水準にある(30)。98年度のウクライ
ナ貿易総額のうちロシアは 38.5％（輸出 31%、輸入 45.8%）を占めている。現在、ウクライ
ナ政府は、財政・エネルギー債務を、国際金融機関のクレジット及び外債で凌いでいるが、
国際金融機関からの借入れを含む対外債務は97年初めの時点で88億ドル（内エネルギー債
務は 42億ドル）、99年初には 115億ドルへと膨らんでいる(31)。
　ウクライナは対露経済依存を減らすために、EU諸国との貿易拡大、エネルギー供給源の
多元化を推し進めている。しかし、EUに関しては、ウクライナの主要輸出品である鉄鋼製
品がダンピング認定を受けるなど、EU市場への参入は進展していない。ウクライナはEU
に対し、EU・ウクライナ自由貿易圏の創設や、EU準加盟の付与を求めているが、EU側の
反応は芳しくない(32)。EU市場が閉ざされれば、ウクライナ製品は、参入がより容易なロシ
ア市場に向かうことになる。96年10月、ロシアは国内産業保護を名目にウクライナ製品の
輸入に付加価値税（VAT）を課した。それに対し、ウクライナ政府は政治的解決を求め、VAT

対象外の輸出割当を得た経緯がある。この例は、ウクライナ経済が、依然としてロシア側の
政治的配慮によって左右される状況を示している(33)。

29 ルカシェンコ・ベラルーシ大統領のキエフ訪問の際の共同記者会見。Ibid., 24 September 1995.

30 98年度のウクライナ主要経済指標は次の通り（ウクライナ国家統計委員会発表値）
GDP　1038.69億フリブナ（約 287億米ドル）、前年比  - 1.3%
消費者物価指数(前年比)　+ 20%
貿易額 総額 325億ドル（内ロシア 38.5％）

輸出 164億米ドル（内ロシア 31%）
輸入 161億ドル（内ロシア 45.8%）
収支　+ 3.5億ドル（内ロシア - 2.2億ドル）

対外債務額（99年１月１日時点）　115億ドル（前年比  + 19.5億ドル）
31 数値は国家統計委員会の発表値。増え続ける外債のため、デフォルト（債務不履行）の危険性が高まって
おり、新規クレジットを償還に充てるケースが恒常化している。 Finаncial Times, 19 May 1999.

32 Ganna Lyuta, “Ukraina-EC: Problemnye voprosy torgovykh otnoshenii,” Zerkalo Nedeli, 17 July 1999.

33 James Sherr, “Russia-Ukraine Rapprochement?: The Black Sea Fleet Accords,” Survival, Vol.39, No.3, Autumn,

pp.45-46.
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　対露エネルギー依存からの脱却に関して、ウクライナはアゼルバイジャンの石油をグルジ
ア・黒海を経由してオデッサ石油ターミナルに接続し、ウクライナ国内のパイプラインを通
じてヨーロッパ市場へ輸出する計画（「ウクライナ案」）を推進している。このルートが稼動
すれば、ヨーロッパ向けアゼルバイジャン石油のパイプライン通過料が見込める上にアゼル
バイジャン石油を購入することが可能となり、対露エネルギー債務を大幅に減らすことがで
きる。しかしながら、このルートを大規模に整備するだけの資金がアゼルバイジャン・グル
ジア・ウクライナ何れの国にもなく、ウクライナはEUに資金協力を求めている。ロシアは
国内の既存パイプラインを使う「ロシア・ルート」を、アメリカは「トルコ・ルート（アゼ
ルバイジャン－グルジア－トルコ）」をそれぞれ推しており、ウクライナが推すルートが実
現する可能性は低いとみられている(34)。国内エネルギー自給率を高めるために黒海大陸棚の
埋蔵エネルギーの調査も開始されているが、技術面からも資金面からも、やはり外資頼みで
ある(35)。
　長期的に見れば、ウクライナ経済が国際競争力をつけてEU市場に参入し、他方でウクラ
イナが提唱するエネルギープロジェクトが稼動するシナリオも有り得る。その場合には、ウ
クライナの対露経済依存は減少することになるだろう。しかし短・中期的に見れば、ウクラ
イナ経済の対露依存傾向が続くことは間違いない。

2.

(1) 
　ソ連邦末期の 1990年７月にウクライナ最高会議で採択された「主権宣言」は、今日のウ
クライナの中立および非核化の法的出発点となっている。しかしその「対外安全保障」の項
には、僅かに以下の方針が述べられているにすぎない。

「ウクライナ・ソビエト社会主義共和国は、将来において恒久的に中立国家となり、軍事ブロックに

加わらず、非核三原則――核兵器を受け入れず、使用せず、保持しないという自らの意向を厳に宣

言する」。

　ところで、この時期のウクライナは、自国とヨーロッパとの関係をどのように認識してい
たのであろうか。当時のウクライナ外相ズレンコは次のように述べていた。

「ウクライナ外交は欧州志向であり、ウクライナは対外世界との直接関係を築き、さらに全欧安保協

力会議（以下、CSCE）の枠内で進行中の『欧州共通の家』建設に直接参加する」(36)。

　この時点では、近い将来にウクライナがヨーロッパに統合され、モスクワ、キエフを含む

34 ウクライナ国内でも、ウクライナが推すルートの実現は幻想に過ぎないとの見方が出ている。Sergei

Goncharenko, “Mify ukrainskoi diplomatii,” Zerkalo Nedeli, 17 July 1999 を参照。
35 Oles M. Smolansky, “Ukraine and the Fuel Problem: Recent Developments,” The Ukrainan Quarterly, Vol.52,

No.2-3, Summer-Fall 1996, pp.148-150.

36 A. Zlenko, “The Ukraine, the UN and World Diplomacy,” International Affairs, December 1990, pp.3-14.
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「欧州共通の家」が建設されるのというのが、ウクライナの展望であったのである。この時
期のウクライナの中立政策には、少なくとも欧州大陸で対立するNATO－ソ連ブロック間
でバランスをとるための中立という意味はなかった。
　連邦崩壊後に作られたCISはその創設文書において「共同の経済空間、軍事空間の維持」
を謳っていたが、ソ連邦から独立し中立国を標榜していたウクライナに、CIS軍事同盟へ加
盟する意志はなかった。その代替として、ウクライナは、CIS軍事同盟（タシケント条約）
及びNATOの両ブロックを含む全欧州型の安全保障システムの創設を提唱したのである。そ
れが93年初に提案された「中・東欧安定・安全保障圏構想」である(37)。この中・東欧安定・
安全保障圏は、ユーゴ型の内戦の脅威を防止することを目的とし、バルト－黒海地域の全て
の国々を含み、西欧－ロシア間の「架け橋」として、将来、CSCE参加国を全て含む全欧州
型安全保障システムの一部となることを意図していた。具体的な原則として、参加国の政治
主権と領土保全の相互尊重、現存の国境不可侵、参加国の承認なしの外国軍駐留を認めな
い、紛争の平和的解決、等が挙げられていた。ウクライナが当初想定した加盟国は、バルト
諸国、ウクライナ、ベラルーシ、チェコ、スロバキア、ハンガリー、オーストリアであり、
ロシアは含まれなかった(38)。何故なら、この構想は、NATO及びタシケント条約に加わっ
ていないこれらの国々が、２つのブロック間に位置しているという自覚のもとに、西欧とロ
シアとの架け橋となり、CSCE参加国を網羅する安全保障システムへの発展を目指すという
ものであったからである。
　ウクライナ側の論理に従えば、全欧州型安全保障システムが成立した暁には、NATOやタ
シケント条約はブロックとしての存在意味を失い、ウクライナの中立も解消されるはずで
あった。両ブロックの同時解消という発想は、80年代から90年にかけて各国が提唱した様々
な欧州新秩序構想と明らかに類似していた(39)。
　さらにこの構想には、ウクライナの中立ステイタスと矛盾しないという以外に、次のよう
な利点があったと考えられる。第一の利点は、欧州統合プロセスへの参加の道が開かれるこ
とである。ウクライナは西に位置する東欧諸国と連帯することで、自国をヨーロッパ国家と
見做すことが可能になり、ヨーロッパの統合プロセスへの参加が可能となる(40)。93年７月
に採択された「外交方針」に記されているように、ウクライナはヨーロッパへの統合、特に
EUへの完全加盟を国是として掲げている。その第一歩として、中・東欧諸国が主催する中
欧イニシアチブ（CEI）、中欧自由貿易協定（CEFTA）、あるいは欧州審議会（CE）、西欧同
盟（WEU）への加盟を望んでいた(41)。自国をヨーロッパ国と見なすことによって、ソ連時
代の過去を払拭する意味を込めることもできる。

37 93年 2月、クラフチュク大統領がハンガリー訪問の際にこの構想を公式に提唱したとされる。Stephen R.

Burant, “Foreign Policy and National Identity: A Comparison of Ukraine and Belarus,” Europe-Asia Studies,

Vol.47, No.7, 1995, p.1130. 93年４月のCSCEプラハ会議で公式に提唱したとする説もあるが、どちらも筆
者は未確認である。

38 FBIS-SOV-93-101, 27 May 1993.

39 各国が提唱した全的な安全保障秩序については、植田隆子「CSCEの常設機構化と今後の展望」百瀬宏、
植田隆子編『欧州安全保障協力会議 1975－ 92』国際問題研究所、1992年、268頁を参照。

40 Burant, op.cit., pp.1126-1132.

41 ウクライナは、94年７月にCEI準加盟、96年５月に本加盟した。欧州審議会へは 95年 10月に加盟した。
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　第二の利点は、緊張の緩和である。ウクライナによれば、NATO、もしくはタシケント条
約の中・東欧地域への拡大なしに全欧州型安全保障機構が実現できれば、２ブロック間の分
断線が生じないと想定することが可能であった(42)。
　ウクライナと国境を接する中・東欧諸国は、ウクライナの独立をいち早く承認して、それ
を歓迎したが、ロシアを刺激しかねない安全保障圏構想には難色を示した。NATO加盟を熱
望する中・東欧諸国にとって、この構想に参加すること自体、西欧統合政策からの後退を意
味した。またウクライナ提案は、CIS軍事同盟とは相容れない構想であり、「バルトから黒
海に南北に走る対ロシア防疫線（cordon sanitaire）」の印象をロシアに与えかねないもので
あった。実際、CIS軍事同盟への対抗として、ウクライナがこの構想を推進していた側面は
否定できない(43)。米国は、ロシアを疎外する安全保障圏構想を取り下げるよう、ウクライナ
側に働きかけたといわれる(44)。
　もとよりロシアがこの構想を受け入れるわけはなかった。ウクライナがタシケント条約に
加わらずにロシア・西側の橋渡しをし、さらにはロシアを排除する安全保障圏の中心となる
というこの構想は、ロシアにとって到底納得できるものではなかった。また、提唱したウク
ライナ自身にも問題があった。ウクライナは、92年７月からユーゴスラビアの国連平和維
持活動に積極的に参加しており、ヨーロッパ社会の活発なメンバーであることをアピールし
ていた。しかし、この時期にウクライナはあらゆる分野でロシアと係争を抱えており、また
非核化過程をめぐっては国際社会とも対立していた。さらには、危機的な経済状態からロシ
アへ回帰する可能性があり、架け橋外交に必要な第三者的役割を担える状況になかった。つ
まり、国際社会は、ウクライナには「架け橋」構想を行う資質がないと見て、その架け橋的
役割をウクライナが担うことを受容しなかったのである(45)。
　ウクライナの提唱する安全保障圏構想が国際的支持を得られない中、94年１月にNATO

が提唱した「平和のためのパートナーシップ構想（PfP）」が実現したことによって、ウクラ
イナの構想は完全に存在価値を奪われた。なぜなら、PfPの精神はウクライナの安全保障圏
の目的と同じく、NATOと非NATO加盟国との間に架け橋をつくることにあったからであ
る。PfP文書は、対象国をNACC（北大西洋協力理事会）及びCSCE参加国とし、その目的
を東方との関係強化による全欧州地域の安全保障と安定の強化である、と記していた(46)。
　PfP構想が公表された直後に、ウクライナ外務省はPfPに対して次のような否定的コメン
トを発表した。

「（PfPは）中・東欧地域の力の真空に関わる全ての問題を解決できず、理想的ではない。ウクライ

ナは、自らが主導する中・東欧地域の安全保障創設構想と合同した欧州安全保障の地域機構の深化

に努めるつもりである」(47)。

42 A. Zlenko, “The Foreign Policy of Ukraine,” International Affairs, January 1994, pp.16-17.

43 93年５月にベラルーシがタシケント条約に加盟するための国民投票実施を宣言した際、タラシュク・ウク
ライナ外務次官は、「国民投票が否決されれば、ベラルーシに（ウクライナが提唱する）安全保障圏を提
案したい」と述べた。Interfax-Ukraine, 22 May 1993.

44 FBIS-SOV-93-101, 27 May 1993.

45 前掲拙稿、112-113頁。
46 NATO公式文書は、NATOホームページを参照 (http://www.nato.int/docu/comm.htm)。
47 Interfax-Ukraine, 11 January 1994.
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　しかし、多くの中･東欧諸国がPfP構想への参加を表明する中、ウクライナ自身もPfPへ
の参加表明を行い、結局ウクライナの構想は自然消滅してしまった(48)。

(2)
　大統領選挙においてクチマは、クラフチュク政権の対欧米重視の外交を、何ら成果が伴わ
ないロマン的なものであると批判した(49)。しかし、クチマ自身、ウクライナの「架け橋」的
役割を否定することはなかった。クチマの選挙公約には次のように書かれていた。

「ヨーロッパ諸国とロシアとの政治ゲームの仲介的役割でなく、ユーラシア地域の中心における

は、ウクライナをして豊かで文明的な国家の隊列に位置せしめるであろう（強

調：藤森）」(50)。

　クチマは、大統領当選後の外交団との初会見において「ウクライナは、欧州と現在ユーラ
シア大陸と呼ばれる地域との接点に位置する。ウクライナはここに、緩衝板として存在する
のではなく、頼りうる橋として、期待の持てる接続板として存在する」と述べ、地政学的位
置から生ずる「架け橋」の役割を前任者同様に強調したのである(51)。
　一方、クラフチュクは、大統領選で敗れた後に最高会議代議員に当選したが、ウクライナ
の中立がブロック対立を緩和し、平和に貢献するとして次のように論じた。

「ヨーロッパのブロック化を許してはならず、したがって我々は中立を宣言したのである。ウクライ

ナなしではロシア・ブロックは成り立たない。ロシアと共に、真の統一されたヨーロッパが現れる

のである。世界の人々、国々は戦争を望んでおらず、平和は皆の利益である。ここに、我が国の中

立がしかるべき役割を果たすのである」(52)。

　コソボ危機の際にも、中立ウクライナが調停的役割を果たすべきであるとの意見が国内に
現れた。99年４月、ウクライナ最高会議は、NATOのユーゴ空爆に対する決議を採択した
が、その決議文でウクライナ最高会議は、ウクライナの軍事ブロック外の立場を再確認し、
大統領に対してはユーゴ問題解決のための国際会議をキエフで開催するイニシアチブを取る
ことを、政府に対しては集団安全保障モデルを議論するためのOSCE諸国首脳会議をキエ
フで開催する提案を行うことを、それぞれ求めたのである(53)。このように、ウクライナ指導
部内には、中立国としての立場を活かした外交を行おうとする意図が常に存在したが、他方
ではそれに対する批判も出ていた。例えば、99年の大統領選挙の候補であるマルチュク代

48 タラス・クジオは、中・東欧安全保障圏が失敗した理由として、1. 中・東欧諸国の不支持、2. 提唱者クラ
フチュクの落選、3. ベラルーシのロシアへの回帰、を挙げている。Taras Kuzio, Ukraine under Kuchma

(St.Martin’s Press, New York, 1997), p.182.

49 Leonid Kuchma, “U Ukrainy net nastoiashchei vneshnei politiki,” Novosti, 6 July 1994.

50 IFES, op.cit.

51 クチマ大統領のキエフ駐在外交団との初会見、1994年７月 22日。
52 Leonid Kravchuk, “Ukraina dolzhna byt’ neitral’nym gosudarstvom,” Golos Ukrainy, 18 October 1995.

53 「ウクライナ・北大西洋条約機構（NATO）関係に関するウクライナ最高会議決議」。Golos Ukrainy, 27 April

1999.
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議員（元首相）は、西側とロシアの経済・安全保障レベルでの協力関係の強化、ソ連時代か
ら「架け橋」的役割を果たしてきた北欧諸国の存在、カスピ海地域とヨーロッパとの架け橋
はトルコが担うとアメリカが考えていること、などを挙げて、ウクライナの「架け橋」的役
割は幻想に過ぎないと指摘した(54)。

(3)
　NATOの東方拡大が不可避な情勢下、ウクライナは「架け橋構想」を打ち出した。それが
「中･東欧非核兵器圏構想」である。
　NATO－ソ連に挟まれた中・東欧地域に「非核兵器圏」（Nuclear-Weapon-Free-Zone、以
下「非核圏」と略す）を設定しようとする構想は、ポーランドの「ラパツキー構想」に始ま
り、その後にはフィンランド、スウェーデンがそれぞれ独自の非核圏構想を提案してきた。
　NATOの東方拡大に際して非核圏構想を最も早く打ち出したのは、実はベラルーシであっ
た。95年４月、国連の核不拡散条約（以下、NPT）再検討・延長会議上で、ベラルーシの
シンコ外相は、中・東欧地域に非核圏を設置する必要性を訴えた。彼は、ウクライナのNPT

加盟によって中・東欧地域に非核圏を設置する条件ができたことを指摘し、NATOが拡大し
欧州東部に核兵器が配備される事態に憂慮を表明したのであった(55)。
　ウクライナも、95年末から、NATO加盟を希望する東欧諸国に対し、核兵器配備に反対
を表明していたが、東欧諸国の反応は軒並み否定的であった。にも関わらずウクライナは、
96年６月１日に非核化を完遂した直後に「クチマ構想」と呼ばれる「中･東欧非核圏構想」
を国際社会に提唱した。96年６月、NACCベルリン会議において、ウドベンコ外相はウク
ライナが非核圏を提唱する意義を次のように述べた。

「（核兵器の配備を認める用意があるとする中・東欧諸国指導者の発言は）核兵器の撤去を履行した

ウクライナの立場を理解しておらず、ウクライナとの信頼関係に反するものである。ウクライナが、

中・東欧に非核圏を創設する構想を支持することは極めて自然であり、この地域に信頼と安定をも

たらすであろう」(56)。

　このコメントから明らかなように、ウクライナ政府は、自国が非核化を完遂したという
「画期的な」事実と将来の非核圏構想とを結び付けようとしたのである。ウクライナによれ
ば、非核国となったウクライナと中・東欧諸国との間に「非核保有国」という共通項が生
じ、そして新たにNATOに加盟する中・東欧諸国の領土にNATOが核兵器を配備する戦略
的必然性はなかった。ここに、中・東欧非核圏構想の実現が可能となるのである。黒海から
バルト海に至る地域に非核圏を設置することによって、欧州諸国間の信頼醸成を促進し、
NATO拡大のインパクトを和らげ、欧州大陸における新たな分割線が出現する可能性を著し
く減ずることになると考えられた(57)。

54 E. Marchuk, “Ukraiina i svitobyi poriadok pochatku XXI stolittia,” Den’, 26 March 1999.

55 Document NPT/CONF., 1995/SR. 3.

56 Interfax-Ukraine, 4 June 1996.

57 非核化達成記念式典におけるクチマ大統領の演説。Ibid., 1 June 1996.
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　しかしながら、ウクライナが、どこまで制度化された非核圏の実現を目指したか疑問であ
る。一般に非核圏成立のためには、非核圏参加国に核兵器を配備・持ち込ませないことに加
え、非核圏参加国に対する消極的な安全保障確約（negative security assurances）、すなわち核
保有国が核兵器による攻撃・威嚇を控えることを条約で約束することが必要とされている(58)。
実際、ウクライナは、NPTに非核兵器保有国として加盟する際、５大核保有国から消極的
安全保障確約を受けていた(59)。ウクライナを含む中・東欧地域に非核圏を設置するのであれ
ば、ウクライナが既に受けている消極的安全保障確約を中・東欧諸国にも適用する必要が
あった。しかし、ウクライナの非核圏構想には、この議論が欠けていた。
　東欧諸国にしても、加盟に際して将来の自らの権利を放棄するような非核圏に加わる意味
は皆無であった。ウクライナが強固に非核圏の設置を主張すれば、東欧諸国との友好関係が
損なわれることが十分に予想された。従って、ウクライナの非核圏構想は、制度化・条約化
された非核圏の設置を求めたものではなく、単なる政治的な宣言文とみなすのが適当である
と思われる。
　また、ウクライナの非核圏構想の趣旨が、ロシア側の主張と合致していたことに着目する
ならば、この構想は、第一にロシアへの配慮を目的としたものであると解釈することができ
よう。ロシアは、東欧諸国へのNATO核兵器の新規配備に懸念を表明しており、非核圏構
想を支持していた(60) 。
　東欧諸国への核兵器配備の問題は、97年５月に調印された「NATO・ロシア相互関係・協
力・安全保障基礎文書」（以下、「NATO・ロシア文書」）において、次のように規定された。
　「NATO加盟国は、新規加盟国の領土上に核兵器を配置する意図、計画、理由がなく、
NATOの核体制、あるいは核政策のいかなる方針変更も必要なく、そしてそのような将来的
な必要性を予測しないことを再確認する」。これは、新規加盟国の領土に「法的（de jure）」
な「非核兵器圏」を作ることにNATOが同意したものではなく、中・東欧諸国に核配備が
されていない現状の「凍結」を宣言したものと見るべきであろう。仮にNATO新規加盟国
に核が配備されないことになれば、核の傘を提供する集団防衛機構としてのNATOの組織
的整合性に悪影響を及ぼし、信頼性が損なわれることになる。東欧諸国に非核圏を設置した
場合、NATOに新規加盟した国々に核配備はなされず、そしてそれらの地域はロシアから核
兵器不行使の安全保障確約を受ける、という形態をとることになり、NATOの安全保障の実
効性が大いに削がれることになるのである。冷戦時代において、NATO加盟国でありながら
アイスランド、ノルウェー、デンマークは自ら非核国宣言を行った。それと同様の「事実
上」（de facto）の非核圏が、今度は新規加盟諸国の領土に出現したのである。
　その一ヶ月後に調印された「ウクライナ・NATO特別パートナーシップ憲章」（以下、「ウ
クライナ・NATO憲章」）内では、ウクライナがこれを「歓迎」する旨が僅かに記されてい

58 非核圏（Nuclear-Wepon-Free Zone）の成立要件に関する議論は、 Helen Leigh-Phippard, “Nuclear-Weapon-

Free Zones: Problems and Prospects,” Arms Control, Vol.14, No.2, August 1993, pp.93-114を参照。
59 ウクライナがロシア、イギリス、アメリカから受けた安全保障確約は、「ウクライナのNPT加盟に関連し
た安全保障確約に関するメモランダム」を参照。Golos Ukrainy, 6 December 1994. なお、ウクライナは、
フランス及び中国からも同様の安全保障確約を受けている。

60 ロシアは、この非核圏構想を「ベラルーシ構想」もしくは「ルカシェンコ構想」と呼称している。ロシア
側のNATOの東方拡大に対する反応は、M. Gareev, “The Expansion of NATO Does Not Solve, but Aggra-

vates Security Issues,” International Affairs, No.3, 1996, pp.141-147 を参照。
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るだけであり、非核圏設置への言及はなかった。
　「ロシア・NATO文書」及び「ウクライナ・NATO憲章」が締結された後、ウクライナは
非核圏の条約化を主張していない。結局のところ、ウクライナの非核圏構想は、両ブロック
の架け橋として実現を目指したものというよりは、非核化を達成したウクライナの自己宣伝
と、ロシアとの「共通の言葉」を見出すことを主目的としたものであったといえよう(61)。

3. NATO

(1) PfP
　ウクライナは当初、PfP構想を批判していたが、東欧・バルト諸国が挙って参加表明する
事態に直面し、自らの安全保障圏構想を捨ててPfP参加へと転じた。ウクライナは 1994年
２月８日に PfPに調印し、結果的にCIS諸国内で最も早い PfP参加国となったのである。
　東欧・バルト諸国は、NATOが提唱する PfPをNATO本加盟への第一歩と捉えた。これ
とは対照的に、ウクライナは PfPを、中立を保ちつつNATOの安全保障に関わり持つこと
ができる協力形態と捉えた。PfP協定は「PfP参加国が領土保全、政治的独立、あるいは安
全保障に対する直接的な脅威を受けた場合、NATOは当該パートナー国との協議を行う」
（PfP枠組み文書第８条）と定めているが、ウクライナはそれをNATOが提供する安全保障
とみなして高く評価したのである。
　また、ウクライナ側の解釈によれば、PfPは集団防衛に関する規定を持たない協力形態で
あるため、軍事ブロックの性格を帯びなかった。したがって、ウクライナの中立ステイタス
に抵触せず、欧州の再分割につながらなかった。PfP参加を通じてNATOとの信頼醸成、関
係を強化しながら、NATOブロックに加盟せずにNATOや西側が提供する安全保障網に関
わることで、自国の安全保障を高めるという論理である(62)。ウクライナは、自国を中・東欧
諸国と同一視できないことを自覚し、ユニークな安全保障政策を採りはじめたのである。
　「中・東欧安全保障圏」構想が消滅した時期のウクライナが描く欧州安全保障モデルは以
下のような特徴をもっていた(63)。
　第一に、欧州における再ブロック化の否定である。ブロック化が進めば、ウクライナ領土
上に分割線が走ることになり、ウクライナが緩衝国化する危険性が生じた。
　第二に、「バンクーバーからウラジオストクまで」を含む全欧州型安全保障システムの提
唱である。ブロック化を解消するためには、全欧州型の安全保障システムを創設しなければ
ならなかった。現存する安全保障機構の中では、OSCEがしかるべき地政学的規模、経験、
機構を有しており、将来の全欧州型安全保障システムにおけるOSCEの立場、役割が追求

61 北欧非核圏構想とソ連との関連について論じたLindahlは、フィンランドの非核圏構想（ケッコネン構想）
を、フィンランド・ソ連二国間関係におけるフィンランドの立場を向上するための信頼醸成の方策であっ
た、と結論付けている。 Ingemar Lindahl, The Soviet Union and Nordic Nuclear-Weapon-Free-Zone Proposal

(Macmillan Press, 1988), p.81.

62 ウクライナのPfP評価は、Hennadiy Udovenko, “European Stability and NATO Enlargement: Ukraine’s Per-

spective,” NATO Review, November 1995, pp.15-18 を参照。
63 この時期のウクライナが描く安全保障モデルについては、以下の論文を参照。K.Grishchenko, “Sovre-

mennye orientiry vneshnei politiki Ukrainy,” Zerkalo Nedeli, 28 October 1995; G.Udovenko, “Arkhitektura

Evropeiskoi bezopasnosti,” Golos Ukrainy, 23 December 1994.
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されるべきである。ヨーロッパの全ての国、アメリカ、カナダを含む全欧州型安全保障シス
テムが発足すれば、その中でOSCEが主たる役割を果たすという論理は、ロシア側と共通
するものであった(64)。
　第三に、NATOの消極的評価である。NATOが冷戦期の軍事的･政治的ブロックとしての
性格を払拭し、全欧州安全保障システム内の安定的要因としての役割を証明すれば、全欧州
型安全保障システムの構築を促進する一要素として作用することになる。しかし、NATOだ
けがその役割を担うのではない。NATOのみならず、WEUや、EUといった既存の欧州安
全保障組織も、OSCEが主たる役割を果たす中で競合することなく相互補完し、発展するこ
とによって、全欧州型の安全保障システムが創設されるのである。ウクライナは、特にEU･
NATOの同時拡大に賛成したが、それはNATOの急速な拡大を防ぐことができると考えら
れたからであった。また、ウクライナは、ロシアとは対照的に、東欧諸国がNATOに加盟
することに反対せず、NATO加盟国以外に拒否権は存在しないとしていたが、東方拡大はバ
ランス良く、周辺国の利害を考慮して漸進的かつ発展的に、新たな分割線の出現を排除しつ
つ行われるべきである、と主張した。以上の特徴は、第一節で論じた客観的制約と第二節で
論じたウクライナの主体的姿勢の論理的帰結であった。そしてウクライナが持つ対露関係の
重要性と中立国としての立場追求の姿勢は、次の段階においても確認された。

(2)NATO
　NATOが漸進的に且つ他の欧州機関と協同して拡大し全欧州型安全保障へと至るならば、
ウクライナが中立を堅持し、軍事ブロックの外に立つことが、自らのみならず欧州全体に
とっても望ましい、とウクライナは見ていた。しかし、予想を越えた早さでNATOの東方
拡大が現実化する中で、ウクライナはNATOとの関係を自国安全保障の中心に据えざるを
得なくなった。ウクライナが中立に固執してNATOとの良好な関係を築くことができなけ
れば、NATO・ロシア間で孤立化し、締結されるであろうNATO･ロシア関係文書によって
自らの処遇が定められる危険性さえ生じたのである。
　このためウクライナは、OSCEを将来の全欧州型安全保障システムの基礎とする従来の考
えを放棄し、NATO評価を消極的から積極的なものへとシフトさせた。すなわち、NATOの
役割は欧州安全保障の重要な要素であり、ボスニア・ヘルツェコビナ紛争解決に代表される
ように欧州安定の保証であり、欧州大陸の新たな民主主義国家にとってもっとも効果的かつ
魅力的な安全保障組織である、と定義したのである。クチマ大統領は、96年末のOSCEサ
ミットにおいて「ウクライナは、NATO拡大に対して何ら弊害を感じていない。NATOは
真の民主主義国家の共同体に変った」と述べ、NATOが単なる防衛機構から質的に変化した
ことを強調した(65)。NATOの東方拡大は、ロシアにとって脅威にならず、「ヨーロッパにお
ける安全・安定圏の拡大」に他ならないとしたのである。
　また、ウクライナは、NATO拡大の門戸は常に開かれたものでなければならないと主張し
た。そうでなければ、二ブロック間の地域は「グレーゾーン」、すなわち緩衝地帯として固

64 ロシア側が描くCSCE中心の欧州安全保障モデルは、 Boris Kazantsev, "First Steps towards Russia’s Partner-

ship with NATO," International Affairs, December 1994, pp.17-23を参照。
65 OSCEサミットにおけるクチマ大統領の演説。Interfax-Ukraine, 3 December 1996.
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定されてしまい、両ブロック間の抗争の場、もしくは利益分配の場となるおそれが出てくる
からである(66)。特に、ロシアとの２国間友好条約交渉は、95年２月の仮調印以来まったく
進展しておらず、NATOの東方拡大によって、ロシアからの圧力が強まることも予測され
た。実際、ロシアは、95年９月の「CIS参加国に対するロシア連邦の戦略路線に関するロシ
ア大統領令」において、CIS諸国との問題解決のために経済的手段を用いる意向を示してい
た(67)。ウクライナは、ロシアからの経済的圧力を危惧しており、自国の非核化に際しては核
大国による経済的圧力の不行使確約を求め、それは条約内において明文化されていた(68)。こ
うしたロシアからの圧力に対する「保険」として、NATOとの関係強化がウクライナに必要
となったのであった(69)。
　こうして、「ロシア・NATO文書」から独立した「ウクライナ・NATO文書」の締結を、
ウクライナ側は積極的にNATOに求めるようになったのであった(70)。ウクライナは、NATO

と関係文書を締結することにより、自国を欧州安全保障システムに組み込み、その緩衝国化
となる可能性を払拭し、「欧州における安定化要素」としての地位を得ようとしたのである。
そのようなNATOとの協力拡大を、ウクライナ政府は、EU加盟と並ぶウクライナの「欧州
への統合」過程の一要素として位置づけた。

(3)NATO
　ウクライナ・NATO文書の出発点は、PfP枠組み文書第４条における「個別パートナーシッ
プ計画」にあった(71)。95年９月に、ウクライナ・NATO共同宣言の形で関係文書の作成が
謳われ、96－ 97年を通じて交渉が続けられた。交渉過程において、ウクライナは、安全保
障の確約をNATO側に求めた。それがNATO内「準加盟」ステイタスである。
　96年６月、ウドベンコ外相は、ワルシャワで開催されたNATOワークショップ「ヨーロッ
パの安全保障－新世紀の始まり」に出席し、「NATOとの特別なパートナーシップは、NATO

内におけるウクライナの準加盟ステイタスと見ることができる」と述べた(72)。ウクライナ側
の認識では、「準加盟」とは、集団防衛を定めたNATO条約第 5条を除く全条約文が適応さ
れる地位を意味した。NATO加盟国とロシアとの間に「準加盟」のウクライナが存在するこ

66 “Stat’ buferom? Nikogda!” Golos Ukrainy, 18 January 1995.

67 「CIS参加国に対するロシア連邦の戦略路線に関するロシア大統領令」及びそれに対するウドベンコ外相の
クチマ大統領宛て報告書のリークは、Nezavisimost’, 4 October 1995 を見よ。

68 「ウクライナのNPT加盟に関連した安全保障確約に関するメモランダム」（1994年12月５日調印）第３条
には、「ロシア、イギリス、アメリカは CSCE最終議定書の原則に従い、ウクライナに対し、ウクライナ
による主権に関わる法権利の行使を自らに従わせ、何らかの利益を得るために経済的圧力をかけることを
控えることを確認する」と記されている。同様の文面は、「アメリカ、ロシア、ウクライナ大統領による
三国合意」（1994年１月 14日）及び「ウクライナ・ロシア友好・協力・パートナーシップ条約」（1997年
５月 31日）第３条に見られる。

69 ホルブリン国家安全保障会議書記の記者会見。Interfax-Ukraine, 15 January 1997.

70 ホルブリンは、「ロシア・NATO文書」と「ウクライナ・NATO憲章」の性格に違いについて、前者は「対
立を取り除くためのもの」、後者は「正常な友好関係を確立するためのもの」と表現している。 Ibid., 22 May

1997.

71 PfP枠組み文書第４条。「（略）本計画とその現存する文書に基づいて、各参加国は、NATOと個別パート
ナー計画（Individual Partnership Programme）を発展させられる」。

72 Interfax-Ukraine, 25 June 1996. ウドベンコ外相の講演全文は、 “NATO Workshop on Political-Military Deci-

sion Making” (http://www.csdr.org/index.html) を参照。
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とによって、欧州の分割線が生じないことになるのであった(73)。しかし、この「準加盟」発
言にロシアがただちに反応し、ウクライナ側は「準加盟」発言の撤回を余儀なくされた(74)。
それでもウクライナは、「準加盟」という言葉を用いないまでも、安全保障の確約を「文書」
に盛り込むこと、そして「文書」の性格を法的な条約文とすることを交渉過程でNATO側
に要求したのである(75)。
　「NATO・ロシア文書」締結の１ヶ月後、97年６月にソラーナNATO事務総長とクチマ大
統領の間で「ウクライナ・NATO特別パートナーシップ憲章」が調印された。「憲章」の内
容 はNATO側に押し切られたものとなった。すなわち、文書の性格は、法的拘束力のない
「憲章」、すなわち政治的性格のものとなったのである。
　ウクライナ議会内では、97年３月に民族主義政党「ルフ」がNATOへの加盟申請を求め
る政府宛てアピールを行い(76)、これに対し５月には共産党、社会党、農民党、進歩社会党議
員を中心とした187名が「ウクライナ・NATO外」議員グループを結成した(77)。このNATO

の東方拡大と「ウクライナ・NATO憲章」の調印に反対する議員グループに対し、政府は
「憲章は法的な性格を持つ条約ではなく、また主権宣言で謳われた非同盟・中立・非核ステ
イタスを変更するものではないので、議会の批准の対象外である」と反論し、結果的に対
NATO政策に議会内の対立が影響を及ぼす事態を避けることに成功した(78)。
　NATOから提供された安全保障確約は、「NATOがウクライナの主権・独立・領土保全を
支持する（第 14条）」こと、「ウクライナがその領土保全、政治的独立、安全保障に対す
る直接の脅威を受けた場合、NATOとウクライナは協議するために危機協議メカニズムを発
展させる（第15条）」こと、「NATOはNPT加盟の際に五核保有国からウクライナが受けた
安全保障確約を歓迎、支持する（第16条）」ことというものであった。しかし、いずれの条
項も、既にウクライナに提供された安全保障を、NATOが再確認したものに過ぎなかった
(79)。ウクライナに提供された安全保障がこのような「柔らかいもの」にとどまった理由は、
NATO・ロシア関係の文脈から理解できる。何よりも、NATO側から見れば欧州安全保障の
安定のためには、ロシアに次ぐ大国ウクライナと特別な関係を結ぶ必要性があった。NATO

にとっては、今日の、政治的に親西欧で軍事的に中立なウクライナが好ましく、ウクライナ
が経済のみならず軍事的にもロシアに再統合されることが最悪のシナリオであった(80)。他方

73 当時、ウクライナ国内では、欧州の再分断を避けるため、NATOは、ウクライナを含む中・東欧諸国に「準
加盟」ステイタスを付与すべきだとの議論がなされていた。例えば、ウクライナ最高会議付属の外交政策
審議会座長を務めるジョフニレンコの構想を参照。 “Ukraina-Rossiia: Chernomorskii flot, NATO, ili kak nam

obustroit’ Evropu,” Golos Ukrainy, 26 October 1995.

74 リュリコフ・ロシア大統領外交政策顧問のキエフ訪問に関するホルブリン国家安全保障会議書記の記者会
見。 Interfax-Ukraine, 28 June 1996.

75 97年５月の段階においても、NATO・ウクライナ間で、これらの問題は合意に至っていなかった。ブテイ
コ第一外務次官は「NATO側の案は、ウクライナが求める多くの条項に欠けている」と不満を述べた。
Ibid., 14 May 1997.

76 Ibid., 22 March 1997.

77 Ibid., 7 May 1997.

78 ブテイコ第一外務次官のインタビュー発言。 Ibid., 9 July 1997.

79 「ウクライナ・NATO憲章」第 14条は「ウクライナのNPT加入に関連した安全保障メモランダム」第１
条、第 15条は「PfP枠組み文書」第８条と、それぞれ同一である。

80 Ronald D. Asumus, Richard L. Kugler and F. Stephen Larrabee, “Building a New NATO,” Foreign Affairs, Sep-

tember / October 1993, pp.36-38.
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で、ウクライナがNATO加盟を表明すれば、ロシアを刺激し欧州に緊張状態を招くことに
なり、これも好ましくなかった。そのためにはNATOの東方拡大問題に対して「ウクライ
ナを黙らせる」ために何らかの関係文書を結ぶ必要があったのである。
　クチマ大統領は、「ウクライナ・NATO特別パートナーシップ憲章」の調印式典において
「交渉過程では、ウクライナの希望の全てが考慮された訳ではない」と認め、「『ウクライナ
が中・東欧と不可分である』と明示され、中・東欧ならびに大陸全体における安定の重要要
素であるとされたことが『憲章』の要点である」と評価するにとどめた(81)。

(4)NATO
　NATOの東方拡大という国際環境の変化は、ウクライナ・ロシア関係にも影響を与えた。
95年２月の両国首相レベルでの仮調印以来、全く進展のなかった２国間平和条約は、NATO

の東方拡大が差し迫った 97年５月に調印されたのである(82)。
　97年５月31日、エリツィン大統領がキエフを訪問し、「ウクライナ・ロシア友好・協力・
パートナーシップ条約」が調印された。調印に際しヤストルジェムスキー・ロシア大統領報
道官が「ウクライナとの関係が近くなればなるほど、我々はNATO問題で頭を悩まさずに
済む」と述べたように、ロシア側は、２国間平和条約が両国の関係強化につながり、結果と
してウクライナのNATOへの接近を防げると踏んでいたのである(83)。実際、セバストーポ
リ軍港の賃貸期間は20年と定められており、その間のウクライナのNATO加盟はロシアの
賛成なしには有り得なくなった。他方で、ロシア黒海艦隊の基地使用料と黒海艦隊分割に際
しての艦艇のロシア譲渡分に対する支払は、ロシアに押し切られた形になり、ウクライナの
対露ガス債務と相殺されることになった。また、平和条約内において「両国が条約当事国の
どちらかに敵対する行動、条約の締結を差し控え、その安全保障を犠牲にするような領土の
利用を許可しない」（第６条）ことも規定されていた。これも、ロシア側がウクライナ側に
課した言質と見ることが出来る(84)。
　ウクライナの観点から見れば、ウクライナ・ロシア平和条約の締結は、最大の隣国ロシア
との関係を正常化するだけではなく、ヨーロッパ安全保障上の点からも重要な意味を持っ
た。なぜなら、ウクライナとロシアとNATOはヨーロッパ安全保障における重要な要素で
あり、その三者がそれぞれに関係文書を締結すること、すなわち「ウクライナ・NATO憲
章」、「ロシア・NATO文書」、そして「ウクライナ・ロシア平和条約」の調印は、ヨーロッ
パが一つになる証拠であったからであった(85)。そのような状況下では、ウクライナは、
NATOへの更なる接近を「ヨーロッパ共通の家」の名のもとで正当化することができたので

81 Interfax-Ukraine, 9 July 1997.

82 末澤は、ウクライナ・NATO条約を、ウクライナがロシアを牽制した動きであると捉え、結果的にロシア
側の譲歩を引き出したと指摘している。末澤恵美「NATOの東方拡大と黒海艦隊問題をめぐるロシア＝ウ
クライナ関係」『国際問題』448号、1997年７月、39頁。

83 ロシア内には、ウクライナ・ロシア２国間平和条約は、ウクライナのNATO加盟への道を開くものである
として反対した政治勢力もあった。ルシコフ・モスクワ市長は「批准は領土保全と国境画定を確約するこ
とになり、ウクライナのNATO加盟への道を開く」として、ロシア上院での批准に反対した。 Interfax-

Ukraine, 16 February 1999.

84 末澤恵美「NATOの東方拡大とウクライナ」『海外事情』1998年１月号、87頁。
85 中・東欧サミット（グニエズノ）におけるクチマ大統領の発言。Interfax-Ukraine, 3 June 1997.
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ある。また、条約文では、経済的圧力を行使しないこと（第３条）も明記された。

(5)NATO
　ところで、以上に見たようなウクライナ政府の対NATO政策の変化は、何らかの国内世
論を反映したものなのであろうか。すでに論じたように、ウクライナ政府は次第にNATO寄
りの姿勢を強めている。しかしながら、世論調査を見る限り、この間の国民のNATO加盟
に対する支持が増えているとはいえない。例えば、デモクラティク・イニシアチブ社が行っ
た世論調査を見るならば、93年にNATO加盟支持率が 40％（うち、CIS諸国と同時加盟20
％、個別加盟 20％）であったのに対し、97年には、支持率は 29％（単独加盟 19％、同時加
盟 10％）へ低下した(86)。さらに言えば、NATO自体に対する国民の関心も高いとはいえな
い。先の 97年の世論調査によれば、NATOの活動そのものに対して、26％が全く知らない
と回答し、関心なしが 16％となっていた。地域別に見ると、ガリツィア三州の親NATO傾
向、対露警戒感は群を抜いて高く、またキエフ市、北西部の親NATO、ロシア警戒の傾向も
比較的強い。しかしその他の地域では、一定した反NATO／親ロシア、もしくは親NATO

／反ロシアの傾向を認めることはできない。概して言えば、この時期のNATO問題に対す
る国民意識は低く流動的であり、また東西対立はゆるやかであったとみるべきであろう(87)。
対ロシア問題がウクライナの地域分極化をもたらす最大の要因であるとする研究結果を援用
すれば、NATO問題が国民の間でウクライナ・ロシア問題に結合していないために、地域の
分極化を生じていないと言うこともできよう(88)。

86 デモクラティック・イニシアチブ社が行った 93年と97年の世論調査の比較は以下の通り。なお、比較の
ために質問が同じもの（「どの外政路線がもっともウクライナの国益に適うか？」）を選んだ。93年に「回
答困難」が存在しない理由は不明。

93年（全土 1797人を対象）
ブロック外中立ステイタス………… 41％
CIS諸国とともにNATO加盟……… 20％
個別にNATO加盟 ………………… 20％
NATOではなく CIS同盟に加盟…… 13％
その他…………………………………… 6％

97年（１月、全土 1200人を対象）
ブロック外中立ステイタス………… 20％
CIS諸国とともにNATO加盟……… 19％
個別にNATO加盟 ………………… 10％
NATOではなく CIS同盟に加盟…… 11％
その他………………………………… 0.1％
回答困難……………………………… 41％

Victor Nebozhenko, op.cit., p.5, table 5; Evhen Holovakha, “NATO i hromads’ka dumka v Ukraiini,” Politychnyi

portret Ukrainy, No.18, 1997, p.112, table 3.

87 Evhen Holovakha, Ibid., p.97.

88 Helsiらは、94年及び 98年の最高会議選挙、95年と 97年にウクライナで行った世論調査から、選挙民の
分極化傾向は弱まっているとはいえ、国内の言語政策、ロシア・アイデンティティーからロシア連邦との
国家関係までを含む「ロシア問題」が選挙における である（強調：藤森。選挙に
おける最大の争点が「ロシア問題」であることを意味する訳ではない点に注意）と結論付けている。また、
「ロシア問題」を最大の政治争点にしない、すなわち争点をロシア問題以外に設定することがウクライナ
の安定の鍵となると指摘している。 Vicki L. Hesli, William M. Reisinger and Arthur H. Miller, “Political Party
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　こうした流動的な状況にあったため、NATOによるユーゴ空爆は、ウクライナ国民の対
NATO観に大きな影響を与えた。ソツィス・ギャロップ社が99年５月にウクライナ全土1200
人を対象に行った世論調査によれば、NATOのユーゴスラビアに対する軍事攻撃によって
NATO観が悪化したと回答する国民は 61％に及んだ(89)。しかしその一方で、ユーゴスラビ
アのロシア・ベラルーシ同盟加盟を肯定的に捉える国民は僅かに 22％で、NATO観が悪化
した世論がそのまま親ロシアに傾くことはなかった(90)。この結果も、国民の間ではロシアが
NATOの対抗概念でないことを示している。

　第一節では、ウクライナが抱える経済的制約、特にロシア対してエネルギーを全面的に依
存している状況を検討した。ウクライナは経済的なロシア離れを模索したが失敗し、93年
から94年にかけて反対にロシアとの経済統合を模索した。大統領選挙ではロシアとの経済
統合を掲げるクチマが当選した。にもかかわらず、当選したクチマは IMFとの協同を選ん
だ。その理由は、クチマが国内統合を優先したり改革志向が強かったからではなく、エネル
ギー危機を解消するためには IMFに頼るしか選択肢がなかったからである。
　こうした厳しい条件に置かれているにも関わらず、ウクライナは中立国の立場を活かして
主体性を保とうとし、独自の安全保障圏構想を提唱した。第二節では、こうした中立ウクラ
イナが提唱した安全保障圏構想の意図と、その実現困難な状況を検討した。独立以来、ウク
ライナ指導部には、クラフチュク、クチマ政権を通じて、独自の中立ステイタスを活かして
調停的、架け橋的役割を担おうとする意図が一環して存在している。しかし、ウクライナの
意図に反して、これらの構想は実現しなかった。コソボ危機の際、ウクライナ調停案はユー
ゴ側からも国際社会からも無視され、結局は中立国フィンランド、そして大国であるアメリ
カとロシアが直接対話を持つことで危機解決に至った。このことが示すように、今日ではウ
クライナの調停的役割が国際社会で実現できる余地はほとんどない。有り得るとすれば、そ
れは国際社会に向けた自己宣伝だけである。
　第三節では、ウクライナが対露関係に配慮し中立国としての自国の主体的姿勢を維持しつ
つ、NATOの東方拡大を自国流に解釈して安全保障政策を次第に変更していった状況を見
た。しかし、NATOの東方拡大はウクライナの意図と無関係に進み、ウクライナは受動的に
安全保障政策を変更せざるを得なかったのであった。ウクライナが主張した「NATO準加
盟」は、ロシアとの関係を重視するNATOによって受け入れらず、「ウクライナ・NATO憲
章」は、政治的な意味を持つにとどまった。

Development in Divided Societies: the Case of Ukraine,” Electoral Studies, Vol.17, No.2, 1998, pp.235-256.

89 「NATOの対ユーゴスラビア軍事介入後、あなたのNATO観はどう変わったか？」
良くなった(1%)、悪化した(61%)、変化なし（27%）、回答困難（12%）。
Den’, 9 July 1999より引用。

90  99年５月初頭、ウクライナ全土1207名を対象にしたウクライナ政治学アカデミー付属社会・政治心理研
究所による世論調査。
「ロシア議会による、ユーゴスラビアのロシア・ベラルーシ同盟への加盟決議をどう評価するか？」
肯定的評価（22%）、否定的（33%）、回答困難(45%)。
Ibid., 11 July 1999より引用。
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　ウクライナ経済がロシアに依存しているという現実は、ウクライナにいかなる指導者が現
れようとも、考慮せざるを得ない制約条件であり続ける。1999年 11月、大統領選挙でクチ
マが再選されたが、こうした制約条件は何ら変わっていない。特に 1999年末からは、ロシ
ア側がエネルギー債務の償還を求めて圧力をかけている一方で、ウクライナ・IMF間のクレ
ジット再会交渉が難航しているという状況が生じており、クチマ政権は一層厳しい政策運営
を迫られているのである。ウクライナ経済の不振が続く中で自国の経済主権をロシアに委譲
しないのであれば、国際金融機関に頼る他に途はない。しかし IMFからのクレジットが安
定的に続く保証はないのである。他方で、NATOとは距離を置き、中立に価値を見出すこと
は国際的に困難な情勢である。国内的にも、国民の姿勢が速やかに変わるとも考えられな
い。
　以上見た国際的制約が今後も続くのであれば、ウクライナが採り得る政策の幅は限られて
おり、国際金融機関に依存しつつ中立にとどまりながら親NATO的政策を採る現在の政策
に変化は起こらない（起こせない）といえよう。
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Ukraine and NATO’s Eastward Expansion

Shinkichi FUJIMORI

Ukraine draws attention from the international community because it is positioned
between NATO and Russia.  In 1999, the Czech Republic, Hungary and Poland were allowed to
join NATO.  Ukraine welcomed this accession as it would “strengthen security and stability in
the European Continent.”  It seems that Ukraine has consistently moved closer to West Euro-
pean organizations and Ukraine took advantage of this opportunity to significantly improve
its relationship with the West.

However, the fact is not as simple as described above.  Ukraine once proposed its origi-
nal security plan and denounced NATO’s PfP.  Furthermore, Ukraine’s economy relies heavily
on the Russian market and energy supplies.  When Ukraine’s economy fails, there will be real
danger that Ukraine involuntarily drifts eastward.

In this paper, attention will be given to Ukraine’s unique security policy regarding NATO-
Russian relations.  In the first chapter, economic problem under which Ukraine has existed
will be discussed.  In the second chapter, attention will be given to Ukraine’s bridge diplomacy.
Taking into account Ukraine’s economic constraint and neutral policy, the last chapter will
discuss Ukraine’s policy towards NATO’s expansion.

1.  Economic factor plays an important role in Ukraine’s security policy since its economy
depends on Russia.  After Russia launched its price liberalization in January 1992, Ukraine
chose to leave the Ruble zone in order to establish its own national economic policy.  This
policy, called the “New economic plan” ended in failure and brought about hyperinflation,
decline of GDP and huge energy debts.   Kiev realized that Ukraine could not run its economy
without Russia’s cheap energy and market.  A year later, Ukraine switched its orientation to
Russia, but claimed that this integration was limited to the economic area.  This economic
integration with Russia, or the CIS Economic Union, generated great disputes among the citi-
zens.  In the presidential election in 1994, Ukrainian opinion was divided into two: Eastern
Ukraine voted for former prime minister and pro-Economic integrationist Kuchma, Western
Ukraine voted for then President Kravchuk who acted as a guarantor of Ukrainian statehood.
Kuchma won, but after the elections, he launched an economic reform with the IMF and did
not choose the integration line with Russia.  The reason is straightforward.  The IMF provided
credit to cover the energy debts.  After this decision was made, Ukraine’s interest for the CIS
Economic Union diminished.  Ukraine realized that Russia had no intention of selling its
energy at a cheap price.  As IMF gives credit, Ukraine’s interest in Russia is only to secure
market for its products.  Even with the economic reform launch in 1994, Ukraine’s economy
still records minus growth and its dependency on Russia has not been resolved.

2.  As in the case of Euro-neutrals, their positive image in international arena comes not
from their economic or military power, but from their neutral diplomacy, that is, bridge-di-
plomacy.  Ukraine also tries to carry out this diplomacy.  In 1993, Ukraine proposed to create
a collective security zone for Central and Eastern Europe.  This proposal aimed to create a
bridge between Western Europe and Russia that would develop a broad transatlantic security
system covering the entire CSCE (now OSCE) region.  This proposal has found little support
in Central and Eastern states as well as U.S.  and Russia because it seemed like an anti-Russian
alliance.  Furthermore, it could be said that unstable Ukraine lacked its positive international
image.  This proposal was finally eroded by the PfP, since the PfP aimed to create a bridge
between NATO and non-NATO countries.  In 1996, Ukraine had the opportunity to propose a
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nuclear-weapon-free-zone in Central and Eastern Europe which also aimed for a bridge be-
tween NATO and Russia.  Ukraine connected this proposal with the fact that Ukraine has
carried out her commitments to transfer nuclear warheads.  However, it appears that Ukraine
did not have an intention to institutionalize this proposal.  Generally, negative security assur-
ance from nuclear powers is one of the necessary factors to materialize the nuclear-weapon-
free-zone.  However, there was no security assurance discussion in this proposal.  As a matter
of fact, this proposal aimed to find a common language with Russia who strongly opposed to
deploy nuclear weapons on the territory of new NATO member states rather than creating a
bridge between NATO and Russia.

3.  Ukraine has shifted its view of NATO and its security policy.  Eastern European
countries which wanted to join NATO regarded PfP as the first step to NATO membership.
Ukraine also did not oppose NATO’s expansion, but claimed this process must be evolution-
ary, and it was necessary to harmonize with neighboring countries such as Russia and Ukraine.
From Ukraine’s viewpoint, Ukraine would develop her security through the PfP framework.
At this point, Ukraine advocated building pan-European security institutions, especially the
OSCE, the main pillar of the new European security architecture.  This was similar to the
Russian vision.  Ukraine saw that NATO would be a promotive but secondary factor for this
institution.

However, soon Ukraine realized that NATO would expand in the near future.  Ukraine
changed its view of NATO from a passive to a positive one.  Russian Duma and politicians have
on several occasions called into question Ukraine’s sovereignty over Sevastopol.  Furthermore,
some Russian government officials implied using economic pressure to boost its integration
policy within the CIS.

In these circumstances, Ukraine must place NATO as the center of its security policy.
Ukraine noticed that NATO was changing from a defense organization to a political-military
institute, as well as the guardian of democracy and human rights.  This could be the reason
why NATO would not harm any other states.  Furthermore, idealism regarding the OSCE was
replaced by a realistic approach to NATO.  At this moment, it was vital for Ukraine to conclude
a special relationship with NATO.  NATO-Russian document seemed likely to be signed, so if
Ukraine could not conclude a document with NATO, Ukraine’s future would be determined
by this NATO-Russian document.  In the negotiation process, Ukraine strongly asked NATO
to give security assurance or “associate status.”  Finally, in the document called “NATO-Ukraine
Charter,” NATO gave vague security assurance to Ukraine.  NATO knows that Russia is strongly
against the former Soviet Republics joining NATO.  NATO had given Ukraine this document
to “keep Ukraine quiet” regarding this problem.  This Ukrainian government’s pro-NATO
orientation could not be explained by domestic factors, such as parliament and regional opin-
ions.

4. Conclusion
Since independence, Ukraine has been caught and limited by economic dependence on

Russia.  Nevertheless, Ukraine pursued its intention of playing an intermediary role in Euro-
pean security issues.  In the Kosovo crisis, Ukraine again showed its intention to intermediate
between NATO and Serbia, but this initiative had found little support by both sides and as a
result, ended in failure.  Under the current international environment, there is little room for
Ukraine to implement its bridge-diplomacy.  Concerning the above mentioned objective and
subjective factors, Ukraine gradually shifted its policy toward NATO.  However, NATO’s ex-
pansion continued regardless Ukraine’s concerns.  Ukraine demanded more security assur-
ances from NATO, but its proposals were rejected.

  Every Ukrainian leader has to consider this situation.  Ukraine’s economic slump con-
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tinues and Russia does not provide energy by cheap price.  On the other hand, keeping a
distance from NATO and pursuing its neutral policy have little prospect in the short and me-
dium term.  If the above-mentioned international condition continues, then there is no alter-
native for Ukraine but to maintain the current policy, IMF-oriented, pro-NATO but neutral
status.


